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４．まとめ １５

Mt.Buko Kawagoe Bell Tower
“Toki-no-kane”

Saitama Shintoshin Saitama Super Arena Saitama Stadium 2002 Sakitama Ancient Burial Mounds
“Sakitama Kohun-gun”

１．概 要 ２
交通の要衝
首都圏の物流を支える道路網
整備効果（首都圏中央連絡自動車道）
あと数マイルプロジェクト

２．課 題 ６

大規模災害への備え
慢性的な交通渋滞
ポストコロナ時代を見据えた「新たな日常」の支援

３．提 案 ９

目 次

提案１ ミッシングリンクの解消
・新大宮上尾道路、東埼玉道路、核都市広域幹線道路の整備促進

提案２ 一体的で利用しやすい料金体系の確立
①柔軟で機動的な料金施策の導入
②夜間利用の促進
③物流支援の充実

提案３ 料金所のＥＴＣ専用化

提案４ 有料道路事業の財源確保
・償還期間の延伸、有料道路事業の対象拡大
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大 阪
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埼玉県

〔凡例〕

新幹線

高速道路

交通の要衝

・東日本の大動脈「東北」「関越」「常磐」自動車道が南北に縦断

・首都圏の高速道路を結ぶ「外環道」「圏央道」が東西に横断

・東北、上越、更に北海道など６つの新幹線で東日本の主要都市に直結

埼玉県は高速道路や新幹線が結節した交通の要衝
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首都圏の物流を支える道路網

西関東連絡道路

秩父 川越

所沢

さいたま

春日部

熊谷

本庄

至
甲府

外 環 道

川口

八王子、厚木、
横浜港（予定）

へ

【埼玉全図】

甲府、
静岡、

名古屋へ 至首都高湾岸線・東関東道

至青森、仙台

東北新幹線

つくば、成田空港、
木更津（予定）へ

至常磐道・東関東道

至新潟、長野

至東京

圏 央 道

至中央道・東名高速

〔凡例〕

産業拠点（分譲済）

〃 （造成中）

〃 （計画中）

新潟港へ 地域ポテンシャルの高さが
多くの企業に好評価！

出典：帝国データバンク埼玉県・本店移転企業調査（R2.6.19）
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埼玉県

神奈川県

千葉県

茨城県

兵庫県

企業本店転入超過数（全国比較）
（H22～R1間の10年間）

R2.7.30時点

高速道路ネットワークの進展により、地域のポテンシャルが向上
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整備効果（首都圏中央連絡自動車道）

出典:埼玉県企業立地課

県内産業の振興と雇用の創出、税収の確保を図るため、
企業誘致に取り組み、平成17年1月以降、令和２年９月末
までの1５年９か月で1,１３８件の企業が立地
この内、圏央道沿線地域に約６割の企業が立地

新規立地により
新規雇用者 ３５，９２４ 人
投資総額 約１兆８，２３５億円 を創出

○成田空港から埼玉県への
移動時間が短縮

○複数のルート選択が可能

807.3

939.5

1029.6

700
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900

1,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

【秩父地域 観光入込客数】（万人） ※

※秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町 出典：埼玉県観光入込客統計調査

出典：国等記者発表資料 H28.12.20

企業立地の促進 アクセス性の向上

企業立地が促進され雇用や投資が増加
～地域経済の好循環～

成田空港から埼玉県へのアクセス性の向上
～観光客の増加を期待～

地域別立地件数
（H17.1～R2.9）
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埼玉県では、高速道路と有機的に結ばれた幹線道路ネットワークの構築を推進

本庄道路

東京都

千葉県

群馬県

東埼玉道路上尾道路（Ⅱ期）

上尾道路（Ⅰ期）

新大宮上尾道路

あと数マイルプロジェクト

埼玉県知事

大野 元裕
埼玉県知事

大野 元裕

私は「あと数マイルプロジェクト」として、
国直轄道路等の整備促進や県管理
道路のミッシングリンクの解消、暫定2車
線区間の4車線化などを、引き続き重
点的に進めてまいります。

（令和2年9月定例会）

圏央道４車線化

県内の直轄道路事業等

高速道路

一般道路

供用済（４車線以上）

事業中

未事業化

供用済

事業中

未事業化

供用済（暫定２車線）
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埼玉県

茨城県

神奈川県

千葉県

茨城県

■東京湾北部地震（M7.3）の震度分布

常磐道常磐道

京葉道京葉道

東名高速東名高速

中央道中央道

出典：中央防災会議資料

「八方向作戦」
（道路啓開計画）

東北道東北道
関越道関越道

東関東道東関東道

東京都

さいたま新都心

大規模災害時のリダンダンシーとして幹線道路の代替ルート確保が不可欠

大規模災害への備え

首都機能のバックアップ

広域防災拠点に位置付けられた
『さいたま新都心』

新たな高速道路ネットワークの強化が必要

災害時の代替ルートを確保

●激甚化・頻発化する豪雨災害への備え
●首都直下地震の切迫性

広域支援拠点

首都圏が広範囲に被災した場合
⇒全国からの広域応援が不可欠
埼玉県は相互応援の拠点となる
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慢性的な交通渋滞

渋滞の約６割が県南部に集中し、年間経済損失約6,000億円

出典：「平成２７年度全国道路・街路交通情勢調査」より埼玉県作成

出典：「平成２７年度全国道路・街路交通情勢調査」より埼玉県作成

道路の混雑時旅行速度

県南部に
渋滞が集中

■圏央道の状況

久喜白岡JCTから幸手IC方向を望む

ミッシングリンク解消及び弾力的な料金体系を構築し、交通分散を図る

道路の混み具合は、全国ワースト２位

混雑時走行速度は、全国ワースト４位



8

ポストコロナ時代を見据えた「新たな日常」の支援

あらゆる人への負担軽減策や感染防止対策が不可欠

既にマイナスの影響が出ている
（６８．５％）

今後マイナスの影響が出る見込み
（１５．１％）

（１，４３９社回答）

負担軽減策やキャッシュレス、タッチレス化を進める高速道路施策が必要

新型コロナ感染症の影響により経営にマイナスの影響 ８３．６％

出典：埼玉県四半期経営動向調査(R2.7～9月期）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月

感染患者受入病床使用率

重症患者受入病床使用率

〔病床の使用率〕

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%
（１２月１４日現在）

１２月
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月

〔埼玉県の陽性者数と退院・療養終了者数の推移〕

新規陽性者数 12/12 199人

１２月

50人

100人

150人

新型コロナウイルス感染者数は、下半期に入って増加傾向にあり、今後も予断を許さない状況
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ミッシングリンクの解消

圏央道

E6

C3

E4

C4

C4

E17

国道298号

東京都

茨城県

東京都

※矢印は具体的なルートを示したものではありません。

圏央道以南には自動車専用道路の
ミッシングリンクが存在

災害支援、地域経済等活性化のた
め、

高速道路ネットワークの一層の
整備・充実が必要

○県中央部を南北につなぐ
『新大宮上尾道路』

○県東部を南北につなぐ
『東埼玉道路』

○県南の東西方向をつなぐ
『核都市広域幹線道路』

提 案 １

出典：国土数値情報 人口集中地区データ

新大宮上尾道路、東埼玉道路、核都市広域幹線道路の整備促進

大規模災害への備えや渋滞対策として、高速道路のミッシングリンクを解消

埼玉県

凡 例

ミッシングリンク

渋滞発生区間

人口集中地区
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一体的で利用しやすい料金体系の確立に向けた

①柔軟で機動的な料金施策の導入

公平な料金体系を前提として、引き続き、検討していく必要がある
・管理主体（路線・会社）を超えて起終点間の最短距離を基本に料金を決定
・首都高速とネクスコの両者の料金水準や割引を近づける方向へ 公平性の確保

柔軟で機動的な料金施策による渋滞緩和

混雑状況に応じた料金施策の導入

同一料金

＜都心混雑時間帯＞＜混雑のない時間帯＞

混雑状況に応じて
切替

料金を安く

料金差

混雑

出典：国土交通省資料
厚木

厚木

桜土浦 桜土浦

提 案 ２
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一体的で利用しやすい料金体系の確立に向けた

②夜間利用の促進

出典：第45回国土幹線道路部会資料

・生産性向上による経済成長
・交通安全確保

必要なネットワークの整備と合
わせ、道路ネットワーク全体機
能を最大限に発揮する

高速道路を賢く使う
取組の推進

昼間の交通を夜間に転換昼間の交通を夜間に転換

昼間の慢性的な渋滞解消のため、交通量の少ない夜間利用を促進

首都高速において「夜間割引」の導入

提 案 ２
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出典：国土交通省資料

一体的で利用しやすい料金体系の確立に向けた

③物流支援の充実

交通利用状況

●緊急事態宣言中においても、主に物流を担う大型車の
交通量は、前年比約１～２割減に留まる

●新型コロナウイルス感染症拡大により、物流事業者も、
大きな影響を受けた

●一時よりは、持ち直して来ているが、依然として低い
景況感である

物流の景況感

出典：全日本トラック協会の景況感調査

県民生活・経済活動には支える物流への支援が必要

県民生活に必要不可欠な物流事業を下支えする
「大口・多頻度割引」の割引率を拡充

大型車

主に物流を担う大型車は、高速道路の利用者が大きく
減る中で、減り方が小さく、 県民生活・経済活動を支えて
いることを再認識

緊急事態宣言

4/7宣言
（7都府県)

4/16宣言
（全国)

5/21解除
（42府県)

5/25解除
（全国)

6/19
移動自粛解除

掲載期間：R2.2.1～
R2.6.20

-112.5

-91.7

-78.5

-140

-120

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

100

H20   21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31   R2

トラック運送業界の景況感

提 案 ２
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料金所のＥＴＣ専用化

ＥＴＣ利用率の推移

料金収受員や利用者に対する新型コロナ感染リスクの
軽減を図る必要がある。

ＥＴＣ利用率（全 体） ９２．９％
（首都高） ９６．２％

ＥＴＣ専用化の推進

さらに、ETC2.0普及策として
ETC⇒ETC2.0への車載器交換等の助成制度の導入

ＥＴＣ車は現金車の
約１／６の

料金収受コスト
（高速道路会社）

出典：国土交通省資料

ポストコロナ時代を見据えた高速道路のキャッシュレス、タッチレス化が必要

新型コロナ感染症を踏まえ接触機会の低減に向けた「ＥＴＣ専用化の推進」

出典：「第43回国土幹線道路部会資料」
より埼玉県作成

（Ｒ２．９現在）
利用台数
（万台/日）

1,000

800

600

400

200

0
H14
3月

ETC2.0利用台数 ETC2.0利用率ETC利用率
(ETC2.0を含む)

ETC利用台数
(ETC2.0を除く)

H15
3月

H16
3月

H17
3月

H18
3月

H19
3月

H20
3月

H21
3月

H22
3月

H23
3月

H24
3月

H25
3月

H26
3月

H27
3月

H28
3月

H29
3月

H30
3月

H31
3月

R2
9月

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

利用率

1.6%
4.7%

15.8%

32.8%

56.9%

65.9%

71.8%
77.0%

81.0%
85.6%

87.9%

89.0% 89.0%

89.6%83.7%

90.3% 91.2%
91.8% 92.9%

Ｒ２．９

・ETC利用台数
約７５７万台/日

・ETC利用率
９２．９％

ETC2.0利用率
２３．７％

高速道路会社における料金収受コスト

H28（ETC利用率90%）

現金車
217円/台

ETC車
36円/台

約１／６

提 案 ３

期待される効果
➤新型コロナ感染症の拡大防止

非接触対策、キャッシュレス
➤本線料金所の撤廃
➤料金収受コストの縮減
➤混雑状況に応じた料金施策の導入

⇒投資余力の創出
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有料道路事業の財源確保

償還期間の延伸
➤高速道路ネットワークの整備促進
➤高速道路の高いサービス水準を確保

有料道路事業の対象拡大
➤地方公共団体の負担の軽減
➤新大宮上尾道路、東埼玉道路、

核都市広域幹線道路の整備促進

大規模災害への備えや渋滞対策として、持続可能な高速道路システムの構築が必要

安定的な財源確保のため、「償還期間の延伸」、「有料道路事業の対象を拡大」

財源
確保

収入

増分

支出

管理費料金収入

更新費

建設費

更新費
増分

建設費
増分

建設費増分

提 案 ４

首都高 建設債務

NEXCO他 建設債務 首都高 更新債務

NEXCO他 更新債務

Ｒ４７

償還期間の
延伸

償還期間

H22 R2H27 R7 R12 R17 R22 R27 R32 R37 R42 R47H18

（兆円）
40

35

30

25

20

15

10

5

【高速道路機構の債務残高見通し】 【現行】出典：首都高速道路㈱IR報告書 【提案】

拡大
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ま と め ～埼玉県の意見～

・大規模災害への備えが必要
・県南部を中心とする慢性的な交通渋滞が発生
・ポストコロナ時代を見据えた新たな日常の支援

・ 提案１ ミッシングリンクの解消
➤ 新大宮上尾道路、東埼玉道路、核都市広域幹線道路の整備促進

・ 提案２ 一体的で利用しやすい料金体系の確立
➤ ①柔軟で機動的な料金施策の導入
➤ ②夜間利用の促進
➤ ③物流支援の充実

・ 提案３ 料金所のＥＴＣ専用化

・ 提案４ 有料道路事業の財源確保
➤ 償還期間の延伸、有料道路事業の対象拡大


